
議案第２７号

　（総　則）
第１条　令和８年度笠間市工業用水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。　

　（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。　

（１） 4 件
（２） 135,473 ㎥
（３） 371 ㎥

　（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。　

　第１款　工業用水道事業収益　 34,365 千円 　第１款　工業用水道事業費用　 30,224 千円
29,504 千円 第１項 28,219 千円
4,857 千円 第２項 1,001 千円

4 千円 第３項 4 千円
第４項 1,000 千円

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第４条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。　

　第１款　工業用水道事業費用

    令和８年度笠間市工業用水道事業会計予算

給 水 件 数
年 間 総 給 水 量
一 日 平 均 給 水 量

収　　入 支　　出

　第１項 営 業 収 益 営 業 費 用
　第２項 営 業 外 収 益 営 業 外 費 用
　第３項 特 別 利 益 特 別 損 失

予 備 費

　第１項 営 業 費 用
　第２項 営 業 外 費 用
　第３項 特 別 損 失
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　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第５条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその
　経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。  

（１） 8,270 千円

　（たな卸資産購入限度額）
第６条　たな卸資産の購入限度額は、1,000千円と定める。　

　　　令和８年２月２５日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　笠間市長　　山口　伸樹　　

職 員 給 与 費
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(収　　入) (単位 ： 千円)

款 項 目 予　定　額 備　    　　　　 　　考

 1  工業用水道事業収益 34,365 

 1  営業収益 29,504 

 1  給水収益 29,504 

 2  営業外収益 4,857 

 1  受取利息及び配当金 600 

 2  長期前受金戻入 136 

 3  雑収益 4,121 

 3  特別利益 4 

 1  固定資産売却益 1 

 2  過年度損益修正益 1 

 3  その他特別利益 2 

収益的収入合計 34,365 

令和８年度　笠間市工業用水道事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出
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(支　　出) (単位 ： 千円)

款 項 目 予　定　額 備　    　　　　 　　考

 1  工業用水道事業費用 30,224 

 1  営業費用 28,219 

 1  原水及び浄配水費 8,046 

 2  総係費 11,828 

 3  減価償却費 8,345 

 2  営業外費用 1,001 

 1  消費税及び地方消費税 1,000 

 2  雑支出 1 

 3  特別損失 4 

 1  固定資産売却損 1 

 2  過年度損益修正損 1 

 3  その他特別損失 1 

 4  臨時損失 1 

 4  予備費 1,000 

 1  予備費 1,000 

収益的支出合計 30,224 
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（人） （人）

（単位：千円）

本　年　度 11 1,818 51 580 172
前　年　度 11 1,725 51 562 125
比　 　 較 93 18 47

給 与 費 明 細 書

１．総　括 （単位：千円）

区　　　　分

職　員　数 給　　　　　　与　　　　　　費
法  定
福利費 合　計特別職 一般職

報  酬 給  料 手  当 計

本　

年　

度

損益勘定支弁職員 1 4,290 2,632 6,922 1,348 8,270

資本勘定支弁職員

合 計 1 4,290 2,632 6,922 1,348 8,270

前　

年　

度

損益勘定支弁職員 1 4,157 2,474 6,631 1,275 7,906

資本勘定支弁職員

合 計 1 4,157 2,474 6,631 1,275 7,906

比　
　

較

損益勘定支弁職員 133 158 291 73 364

資本勘定支弁職員

合 計 133 158 291 73 364

手
当
の
内
訳

区　　分 時間外勤務手当 扶養手当 住居手当 管理職手当 特殊勤務手当
期末手当
勤勉手当

通勤手当 退職手当 地域手当

6



１　この表は、会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載している。

（人） （人）

（単位：千円）

本　年　度 11 1,818 51 580 172
前　年　度 11 1,725 51 562 125
比　 　 較 93 18 47

備考

　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

区　　　　分

職　員　数 給　　　　　　与　　　　　　費
法  定
福利費 合　計特別職 一般職

報  酬 給  料 手  当 計

本　

年　

度

損益勘定支弁職員 1 4,290 2,632 6,922 1,348 8,270

資本勘定支弁職員

合 計 1 4,290 2,632 6,922 1,348 8,270

前　

年　

度

損益勘定支弁職員 1 4,157 2,474 6,631 1,275 7,906

資本勘定支弁職員

合 計 1 4,157 2,474 6,631 1,275 7,906

比　
　

較

損益勘定支弁職員 133 158 291 73 364

資本勘定支弁職員

合 計 133 158 291 73 364

手
当
の
内
訳

区　　分 時間外勤務手当 扶養手当 住居手当 管理職手当 特殊勤務手当
期末手当
勤勉手当

通勤手当 退職手当 地域手当
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　ア　会計年度任用職員以外の職員

備考 １　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算の基礎となったものについて記

　載している。

２．給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）
区   分 増  減  額 増 減 事 由 別 内 訳 説　明 備　考

給与改定に伴う増減分 116  人事院勧告に準ずるもの

昇 給 に 伴 う 増 減 分 17  普通昇給によるもの 平均昇給率0.39％

職員数の異動状況

  本年度　  1人

  前年度　  1人

  増　減　   人

地域手当　+1％

（単位：千円）

区   分 増  減  額 増 減 事 由 別 内 訳 説　明 備　考

給与改定に伴う増減分 116  人事院勧告に準ずるもの

昇 給 に 伴 う 増 減 分 17  普通昇給によるもの 平均昇給率0.39％

職員数の異動状況

  本年度　  1人

  前年度　  1人

  増　減　   人

地域手当　+1％

手当 158 制度改正に伴う増減分 158  人事院勧告に準ずるもの
期末・勤勉手当
各＋0.025月分

手当 158 制度改正に伴う増減分 158  人事院勧告に準ずるもの
期末・勤勉手当
各＋0.025月分

給料 133

給料 133
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３．給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与 （単位：円）

区　　　　　　　分 行 政 職 （一） 行 政 職 （二）

平均給料月額 357,500

平均給与月額 376,000

平 均 年 齢 （歳） 50

平均給料月額 346,400

平均給与月額 360,992

平 均 年 齢 （歳） 49

（２）初任給 （単位：円）

一般会計の制度

行 政 職 （一） 行 政 職 （二）

高   校   卒 200,300 200,300

大   学   卒 232,000 232,000

令和 8年 1月 1日現在

令和 7年 1月 1日現在

区      分 行 政 職（一） 行 政 職 （二）
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（３）級別職員数

行 政 職 （ 一 ） 行 政 職 （ 二 ）

級 　職員数 （人） 構成比 （％） 級 　職員数 （人） 構成比 （％）

７

６

５

４ ４

３ 1 100.0 ３

２ ２

１ １

計 1 100.0 計

７

６

５

４ ４

３ 1 100.0 ３

２ ２

１ １

計 1 100.0 計

 （級別の標準的な職務内容）

区    分 ７  級 ６  級 ５  級 ４  級 ３  級 ２  級 １  級

区       分

行政職 部長・参事 課長・副参事 課長補佐 主査 係長・主幹
 高度の知識又は経験を必
 要とする業務を行う職務

 定型的な業務を
 行う職務

令和 8年 1月 1日現在

令和 7年 1月 1日現在

10



（４）昇給 （単位：人）

 職     員     数 （Ａ） 1 1

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 1 1

１号給

２号給

３号給

４号給 1 1

５号給

６号給

 比　 率 （Ｂ）/（Ａ）（％） 100.0 100.0 

 職     員     数 （Ａ） 1 1

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 1 1

１号給

２号給

３号給

４号給 1 1

５号給

６号給

 比　 率 （Ｂ）/（Ａ）（％） 100.0 100.0 

区　　　　分 合　　　計 行 政 職（一） 行 政 職（二）

号給数別内訳

号給数別内訳

本
 
年
 
度

前
 
年
 
度
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（６）期末手当・勤勉手当

（５）地域手当    

国の指定基準に基づく

支 給 率

支給期別支給率 支給率計

６月 （月分） １２月 （月分） （月分）

本 年 度 2.325 2.325 4.650 有

前 年 度 2.300 2.300 4.600 有

国 の 制 度 2.325 2.325 4.650 有

（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 その他の  

（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等

国 の 制 度

（支給率等）

支 給 対 象 地 域 笠間市

支 給 率 （％） 4

支 給 対 象 職 員 数 （人） 1

（％） 4

区    分
職制上の段階、職務の
級等による加算措置    備　考

区    分 備　考

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 有

同　上 同　上 同　上 同　上 有
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差異の内容

（８）その他の手当    

区          分 国の制度との異同

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同
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4,222,302
8,344,905
△ 600,000

0
0

△ 67,904
△ 136,967

30,104
6,402

11,798,842
600,000

12,398,842

0
0

 
0

12,398,842
352,460,838
364,859,680

令和８年度　笠間市工業用水道事業予定キャッシュ・フロー計算書　

（令和　８年　４月　１日から令和　９年　３月３１日まで）
（単位：円）

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー
　　当年度純利益
　　減価償却費
　　受取利息及び受取配当金
　　固定資産除却費
　　未収金の増減額
　　未払金の増減額
    長期前受金戻入額
    賞与引当金増減額
    法定福利費引当金増減額
　　　　小計
　　利息及び配当金の受取額
　　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー
　　有形固定資産の取得による支出
　　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　　資産増加（減少）額
　　　　　資金期首残高
　　　　　資金期末残高
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円 円 円 円

１  固定資産

(１)  有形固定資産

イ  土地 9,636,622

ロ　建物 34,029,083

  　建物減価償却累計額 △ 16,241,113 17,787,970

ハ　構築物 199,150,967

  　構築物減価償却累計額 △ 124,234,875 74,916,092

二　機械及び装置 249,813,011

  　機械及び装置減価償却累計額 △ 224,145,483 25,667,528

ホ　車両運搬具 1,670,000

  　車両運搬具減価償却累計額 △ 1,586,500 83,500

  　有形固定資産合計 128,091,712

(２)  無形固定資産

イ　電話加入権 85,902

  　無形固定資産合計 85,902

  　固定資産合計 128,177,614

２  流動資産

(１)  現金預金 364,859,680

(２)  未収金 2,553,072 2,553,072

  　流動資産合計 367,412,752

  　資産合計 495,590,366

(令和　９年　３月３１日)

資　産　の　部

令和８年度　笠間市工業用水道事業予定貸借対照表
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３  流動負債

(１)  未払金 951,445

(２)  引当金

イ  賞与引当金 605,104

ロ　法定福利費引当金 121,402

  　引当金合計 726,506

  　流動負債合計 1,677,951

４  繰延収益

長期前受金 6,087,496

収益化累計額 △ 4,484,743

繰延収益合計 1,602,753

負債合計 3,280,704

５  資本金 365,691,729

６  剰余金

(１)  資本剰余金

イ  受贈財産評価額 9,386,622

  　資本剰余金合計 9,386,622

(２)  資本剰余金

イ  当年度未処分利益剰余金 117,231,311

  　利益剰余金合計 117,231,311

  　剰余金合計 126,617,933

  　資本合計 492,309,662

  　負債資本合計 495,590,366

負　債　の　部

資　本　の　部
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注記
　Ⅰ．重要な会計方針

　　１　固定資産の減価償却の方法
　　（１）有形固定資産
　　　　・減価償却の方法 定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　建物 ５０～６０年
　　　　　構築物 １５～６０年
　　　　　機械及び装置 １０～１６年

　　２　引当金の計上方法
　　（１）退職給付引当金
　　　　　退職給付引当金については、一般会計が全額負担する取扱いとしているため、退職給付に係る引当金の計上はしない。
　　（２）賞与引当金
　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を
　　　　計上している。
　　（３）法定福利費引当金
　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の
　　　　負担に属する額を計上している。
　　３　消費税及び地方消費税の会計処理
　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　Ⅱ．予定貸借対照表等関連
　　１　有形固定資産の減価償却累計額
　　２　長期前受金収益化累計額
　　３　引当金の取崩し
　　（１）賞与引当金の取崩し
　　　　　令和８年度において、期末手当及び勤勉手当として1,815,312円を支給するため、賞与引当金575,000円を取り崩す。
　　（２）法定福利費引当金の取崩し
　　　　　令和８年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として364,207円を支出するため、法定福利費引当金
　　　　115,000円を取り崩す。

366,207,971円
4,484,743円
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円 円 円

１  営業収益

(１)  給水収益 26,821,819 26,821,819

２  営業費用

(１)  原水及び浄配水費 7,089,367

(２)  総係費 11,647,738

(３)  減価償却費 8,344,905 27,082,010

      営業利益 △ 260,191

３  営業外収益

(１)  受取利息及び配当金 140,000

(２)  他会計補助金 0

(３)  長期前受金戻入 136,000

(４)  雑収益 4,069,000 4,345,000 4,345,000

      経常利益 4,084,809

      当年度純利益 4,084,809

      前年度繰越利益剰余金 108,924,200

      その他未処分利益剰余金変動額 0

      当年度未処分利益剰余金 113,009,009

(令和　７年　４月　１日から令和　８年　３月３１日まで)

令和７年度　笠間市工業用水道事業予定損益計算書
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円 円 円 円

１  固定資産

(１)  有形固定資産

イ  土地 9,636,622

ロ　建物 34,029,083

  　建物減価償却累計額 △ 15,735,421 18,293,662

ハ　構築物 199,150,967

  　構築物減価償却累計額 △ 119,927,856 79,223,111

二　機械及び装置 249,813,011

  　機械及び装置減価償却累計額 △ 220,613,289 29,199,722

ホ　車両運搬具 1,670,000

  　車両運搬具減価償却累計額 △ 1,586,500 83,500

  　有形固定資産合計 136,436,617

(２)  無形固定資産

イ　電話加入権 85,902

  　無形固定資産合計 85,902

  　固定資産合計 136,522,519

２  流動資産

(１)  現金預金 352,460,838

(２)  未収金 2,553,072 2,553,072

  　流動資産合計 355,013,910

  　資産合計 491,536,429

(令和　８年　３月３１日)

資　産　の　部

令和７年度　笠間市工業用水道事業予定貸借対照表
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３  流動負債

(１)  未払金 1,019,349

(２)  引当金

イ  賞与引当金 575,000

ロ　法定福利費引当金 115,000

  　引当金合計 690,000

  　流動負債合計 1,709,349

４  繰延収益

長期前受金 6,087,496

収益化累計額 △ 4,347,776

繰延収益合計 1,739,720

負債合計 3,449,069

５  資本金 365,691,729

６  剰余金

(１)  資本剰余金

イ  受贈財産評価額 9,386,622

  　資本剰余金合計 9,386,622

(２)  資本剰余金

イ  当年度未処分利益剰余金 113,009,009

  　利益剰余金合計 113,009,009

  　剰余金合計 122,395,631

  　資本合計 488,087,360

  　負債資本合計 491,536,429

負　債　の　部

資　本　の　部
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(収　　入)

款　 　項 目
本　年　度

予　定　額

前　年　度

予　定　額
比　　　　較 節 金　　額

 1  工業用水道事業収益 34,365 33,724 641 

 　　1  営業収益 29,504 29,504 0 

 1  給水収益 29,504 29,504 0    1  水道料金 29,504  水道料金 29,504 

 　　2  営業外収益 4,857 4,216 641 

 1  受取利息及び配
    当金 600 140 460    1  受取利息 600  預金利息 600 

 2  長期前受金戻入 136 136 0    1  他会計負担金戻入 95  他会計負担金戻入 95 

   2  他会計補助金戻入 40  他会計補助金戻入 40 

   5  その他長期前受金
       戻入 1  その他資本剰余金戻入 1 

 3  雑収益 4,121 3,940 181    1  その他雑収益 4,121  水道事業兼務職員人件費負担金 4,121 

 　　3  特別利益 4 4 0 

 1  固定資産売却益 1 1 0    1  固定資産売却益 1  固定資産売却益 1 

 2  過年度損益修正
    益 1 1 0    1  過年度損益修正益 1  過年度損益修正益 1 

 3  その他特別利益 2 2 0    1  その他特別利益 1  その他特別利益 1 

 81  貸倒引当金戻入益 1  貸倒引当金戻入益 1 

収　益　的　収　入　及　び　支　出

(単位 ： 千円)

備　　　　　　　考
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(支　　出) (単位 ： 千円)

款　 　項 目
本　年　度

予　定　額

前　年　度

予　定　額
比　　　　較 節 金　　額

 1  工業用水道事業費用 30,224 30,273 △49 

 　　1  営業費用 28,219 28,268 △49 

 1 原水及び浄配水費 8,046 8,386 △340  11  備消耗品費 10  備消耗品費 10 

 13  光熱水費 41  浄配水施設電気料 41 

 15　通信運搬費 53  電話回線使用料 53 

 17　委託料 150  浄配水施設警備委託料 150 

 20  修繕費 3,067  浄配水施設修繕費 3,067 

 25  動力費 4,713  浄配水施設動力費 4,713 

 34  保険料 12  浄配水施設保険料 12 

 2 総係費 11,828 11,537 291    1  給料 4,290  一般職給料 4,290 

   2  手当等 2,026  時間外勤務手当 11 

 期末手当 658 

 勤勉手当 554 

 通勤手当 51 

 退職手当負担金 580 

 地域手当 172 

   3  賞与引当金繰入額 606  賞与引当金繰入額 606 

   6  法定福利費 1,226  市町村職員共済組合負担金 1,226 

 12  燃料費 42  公用車燃料費 42 

備　　　　　　　考
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款　 　項 目
本　年　度

予　定　額

前　年　度

予　定　額
比　　　　較 節 金　　額 備　　　　　　　考

 18  手数料 82  送金事務手数料 5 

 伝送システム手数料 66 

 公用車車検手数料 11 

 20  修繕費 150  公用車車検及び修繕費 150 

 31  負担金 3,208  包括業務委託負担金 3,208 

 33  公課費 38  公用車重量税 38 

 34  保険料 38  公用車保険料 38 

 80  法定福利費引当金
　　  繰入額 122  法定福利費引当金繰入額 122 

 3 減価償却費 8,345 8,345 0 8,345  建物減価償却費 506 

 構築物減価償却費 4,307 

 機械及び装置減価償却費 3,532 

 　　2  営業外費用 1,001 1,001 0 

 1 消費税及び地方消
   費税

1,000 1,000 0  49  消費税及び地方消
　　　費税

1,000  消費税及び地方消費税 1,000 

 2 雑支出 1 1 0  51  その他雑支出 1  その他雑支出 1 

 　　3  特別損失 4 4 0 

 1 固定資産売却損 1 1 0  52  固定資産売却損 1  固定資産売却損 1 

 2 過年度損益修正損 1 1 0  56  過年度損益修正損 1  過年度損益修正損 1 

 3 その他特別損失 1 1 0  57  その他特別損失 1  その他特別損失 1 

 4 臨時損失 1 1 0  55  臨時損失 1  臨時損失 1 

 　　4  予備費 1,000 1,000 0 

 1 予備費 1,000 1,000 0  70  予備費 1,000  予備費 1,000 

 41  有形固定資産減価
　　　償却費
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